
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立女性教育会館の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　　 
 【主務大臣の検証結果】

②　役員報酬基準の改定内容
法人の長    改定なし     

理事     改定なし

理事（非常勤） 　　該当者なし

監事 　　該当者なし

監事（非常勤） 　　改定なし

  当法人は、女性教育指導者その他の女性教育関係者に対する研修、女性教育に関する
専門的な調査研究を行うことにより、女性教育の振興及び男女共同参画社会の形成に資
することを目的としている。法人の長は、女性教育振興のための研修及び調査研究におけ
る統括者としてのリーダーシップ及び高度な専門性が求められる。また、法人の長の報酬
等の支給基準については、独立行政法人通則法において、国家公務員の給与、民間企
業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考慮して定めることとされること
から、当法人の長の報酬水準については、上記の職務内容の特性・職責等を考慮して外
局の次長級と同等の国家公務員指定職俸給表3号俸相当とし、さらに国家公務員指定職
の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしており、妥当と考える。なお、法人
の長の年間報酬額は、事務次官の年間給与額20,439千円と比べてもそれ以下となってい
る。

 職務内容の特性や参考となる国家公務員との比較などを考慮すると、法人の長の報酬水
準は妥当であると考える。
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２　役員の報酬等の支給状況

平成25年度年間報酬等の総額
報酬（給与） 賞与 就任 退任

千円 千円 千円 千円

12,530 9,030 3,219 281 （通勤手当）
. 千円 千円 千円

11,190 7,796 2,848
234
312

（広域異動手当）

（通勤手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

該当者なし （　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし （　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし （　　　　）

千円 千円 千円 千円

204 204 0 0 （　　　　）

千円 千円 千円 千円

204 204 0 0 （　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職
千円 年 月

該当者なし
千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

   事由を記入する。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者｢＊※｣、該当がない場合は空欄。

その他（内容）

法人での在職期間

法人の長

前職

A理事

B理事

摘　　要

B監事

A監事

監事

法人の長

理事

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　幅広い人材を確保し、関係機関との計画的な人事交流を図りつつ、常勤職員に対しては
　その抑制を図る。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　国家公務員の給与水準を十分考慮し、適正な給与水準とすることに努める。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　勤勉手当の支給について、①職員の勤務期間による割合(0/100～100/100の間)、
　②職員の勤務成績による割合（0/100～178.75/100の間）を支給割合として反映される。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成25年度における給与制度の主な改正点

・平成25年4月1日において39歳に満たない職員のうち、条件を満たす場合において号俸調整
を行った。
・平成24年4月からの給与の臨時特例に伴い、特定有期職員への退職手当支給に当たっては
該当職員の本給月額から当該職員の支給減額率を乗じた額に相当する額を減じた額を俸給
月額相当額とした。
・平成25年9月より、任期付任用を適用する職員(特別有期職員)を採用、給与支給時の規程は
会館職員給与規程に準ずる。
・平成26年1月1日付の昇給より55歳を超える職員の適用は、その者の勤務成績が特に良好
である場合に限り行う。昇給させる場合の号俸数は、55歳を超える給与法適用職員に適用
される人事院規則で定められる基準に伴い決定。

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 47.4 5,492 4,169 148 1,323
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 46.8 5,379 4,072 138 1,307
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 45.3 3,149 2,423 101 726
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 45.3 3,149 2,423 101 726

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：在外職員、任期付職員及び再任用職員については、該当者がいないため記載を省略する。
注3：医療職種(病院医師)、医療職種(病院看護師)及び教育職種(高等専門学校教員)、非常勤職員
　　　ついては該当者がいないため記載を省略する。    研究職種については、該当者がいないため記載を省略する。
注4：常勤職員の研究職種については、該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれのあることから、人数以外は記載していない。

事務・技術

うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

研究職種

非常勤職員

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容
賞与：勤勉手当

（査定分） 当該職員の勤務成績等を勘案し、前述の①及び②を支給割合として反映。

区分 人員 平均年齢
平成２５年度の年間給与額（平均）

総額
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②

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

2 - - - -

2 - - - -

10 45.9 4,914 5,080 5,539

2 - - - -

平均

係　　長

係　　員

注１：課長、課長補佐、係員の該当者は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年
齢及び平均給与の平均額については記載していない。

課    長

課長補佐

年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
以下、⑤まで同じ。〕

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2：年齢36-39歳、44-47歳、48-51歳、52-55歳、56-59歳について該当者は4人以下のため、当該個人に関する情報
が特定されるおそれがあることから、年間給与額の第1・第3分位については表示していない。
注3：年齢36-39歳、48-51歳、56-59歳について該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
があることから、人数以外は記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

0

1

2

3

4

5

6

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人千円
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②

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 - - - -

1 - - - -

研究課長

平均年齢 平均

研究員

注１：すべての年齢階層について該当者は2人以下のため、当該個人情報に関する情報が特定されるおそれがあること
から、平均年齢及び平均給与の平均額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員

 年間給与の分布状況（研究職員）

注１：すべての年齢階層について該当者は2名以下のため、当該個人情報に関する情報が特定されるおそれがあること
から、人数以外は記載していない。

0

1

2

3

4

5

6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員） 人千円
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③

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級

標準的 係員 係員 係長 係長 課長
な職位

人 人 人 人 人 人

16 0 3 7 3 3
（割合） (0％) (18.8％) (43.8％) (１8.8％) (18.8％)

歳 歳 歳 歳 歳

41～38 53～39 58～48 58～45

千円 千円 千円 千円 千円

2,969～2,439 4,123～3,231 4,674～3,989 6,261～4,490

千円 千円 千円 千円 千円

3,876～3,192 5,539～4,339 6,237～5,329 8,181～5,996

区分 計 6級 7級 8級 9級 10級

標準的 課長 課長 事務局長 事務局長 事務局長
な職位

人 人 人 人 人 人

0 0 0 0 0
（割合） (0％) (0％) (0％) (0％) (0％)

歳 歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的 研究員 研究員 研究員 研究員 研究員 研究員
な職位

人 人 人 人 人 人 人

2 0 0 0 0 0 0
（割合） (  ％) (  ％) (  ％) (  ％) (  ％) (  ％)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注：当法人における研究職員は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから「標準
的な職位」及び「人数」を除き記載していない。

年間給与
額(最高～

最低)

(研究職員)

人員

年齢（最高
～最低）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

(事務・技術職員)

人員

 職級別在職状況等（平成２６年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）
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④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

65.1 66.3 65.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

34.9 33.7 34.3

％ ％ ％

         最高～最低 37.7～32.7 36.4～30.2 35.5～31.4

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

注：当法人における研究職員は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから記載し
ていない。

注：事務・技術職員における管理職員は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることか
ら記載していない。

(研究職員)
区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

(事務・技術職員)
区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２５年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）
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⑤

81.1

77.2

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

給与水準の比較指標について参考となる事項
①　管理職の割合　…　12.5％
②　大卒以上の高学歴者の割合　…　81.3％
③　支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　…　22.9％

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ８８．５

参考 学歴勘案　　　　　　 ７８．６

地域・学歴勘案　　　８７．４

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　85.6％
（国からの財政支出額　530,334千円、支出予算の総額　619,409千円：平成25年度
予算）

【検証結果】
国家公務員の職種別の俸給表を準用して決定しているため妥当と考える。

【主務大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準
は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成24年度決算）

【検証結果】

講ずる措置
今後も国家公務員に準じた適切な給与水準を維持する。

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　８１．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

対国家公務員（行政職（一））

対他法人（事務・技術職員）

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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⑤

67.4

68.7

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

給与水準の比較指標について参考となる事項
①　管理職の割合　…　50.0％
②　大卒以上の高学歴者の割合　…　100.0％
③　支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　…　2.1％

○研究職員

地域勘案　　　　　　 ７６．７

参考 学歴勘案　　　　　　 ６７．２

地域・学歴勘案　　　７６．７

指数の状況

対他法人（研究職員）

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　85.6％
（国からの財政支出額　530,334千円、支出予算の総額　619,409千円：平成25年度
予算）

【検証結果】
国家公務員の職種別の俸給表を準用して決定しているため妥当と考える。

【主務大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準
は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

【累積欠損額について】
累積欠損額 0円（平成24年度決算）

【検証結果】

講ずる措置
今後も国家公務員に準じた適切な給与水準を維持する。

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

項目 内容

対国家公務員　　６７．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（研究職員)

対国家公務員（研究職）
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２５年度）

前年度
（平成２４年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

    総人件費について参考となる事項

    １.人件費について対前年度比増減の要因

    一般の常勤職員の関係機関等との人事交流において係長クラスの人員が前年度比2名減少している。

    平成25年９月に任用付任用を適用する職員(特別有期職員)を2名採用した。支給報酬額は、（C）非常勤

    役職員等給与に区分されている。また、派遣職員の増もあり、当区分は前年度比8.1％増となった。

Ⅳ　法人が必要と認める事項

特になし

(8.3)

最広義人件費
232,049 236,882 △ 4,833 （△2．0） △ 29,708 （△11.3）

福利厚生費
28,212 28,305 △ 93 (△3.3) 233

（△100.0）

(1.1)
非常勤役職員等給与

49,049 45,357 3,692 (8.1) 540

退職手当支給額
0 0 0 （△0.0） △ 9,113

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時
（平成23年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
154,788 163,220 △ 8,432 （△5.2） △ 21,368 (△12.１)
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